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地域農業振興に関する一考察

山 本 イ蕗

1. はじめに

ζこ2---3:1ドのIIIJに，私は，兵庫県下をはじめ全IJi)各地の出来を祝祭あるい

は調査する機会をもった。さらにいくつかの地域では，地域出業振興のための

方策についての助Jをぷめられた。本稿は，とのような私の側人的経験を基礎

として，地域段業のj辰興のための万策についての若干のJ認をを試みたものであ

るO

2. 地域農業振興の意義

羽u:ω段階において地域農業を振興することωρ:味は，およそ次ωーす、uζ求
められるであろう O

第 Uj:，わが/I~全体としての農業生産力の増大のために，地域盟業の振興が

盟J|ljされるという点であるO 高度経済成長下においてとられた rI ~業優先，農
業軽視Jの政策のもとで，わが闘の農業生}2'f.は全体として市安の増大lζ対応す

ることができず，相対的停滞を示した。その結果，食焔1'1来日中の大116iな低下を

招き，1It界の食糧前給のひっill傾向のなかで，こωことがわが凶の安全保障に

対する大きな ~1威と感じられるようになってき f二。したがって，全体としての

股業生産の拡大を通じて，食料n給率を!勾 kさせる，あるいはこれ以上の什給
ギの低ドを防ぐことが，わが!J~J農業 lζ課せられた重要な課題となってきてい

るD しかし， -II~全体としての農業生産の拡大は，それぞれの地域がその特性

に応じて，しかも全体としての需給バランスを与胤しながら，地域内の農業の
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振興をはかっていくことによって，はじめて達成されうるものである。一国の

民業生産は，それぞれの地域において適切に分担されなくてはならず，その分

担に対応した地域農業の振興なくしては， -[li]の農業生産の拡大はありえな

第 2~ζi主要なのは，地域農業掠興が健全な地域の発展に対してもつな味であ

る。高度経済成長下においては，太平洋沿岸を中心に急激な工業!)!?発，都市開

発が進められ，その結果，これらの地域では農業が衰退するとともに，過密，

公'古の発生， n然j荒境の破壊といったさまざまの問題を生ずるに宅った。他
方，背後地域においては，労働力一一特に若年労働力一ーの急激かつ大量の吸

引が行なわれたために，いわゆる過疎化現象を生じ，地域発反のエネルギーが

失われるという結果を招来した。それぞれの地域が，比較有利性をもっ特定の

j宅業または機能lど特化する傾向をもつことは再定できないとしても，乙の傾向

がー而的に促進され，地域の産業または機能が一面的にかたよることは，地域

社会の健全な発達にとって決して1111ましいことであるとはいえない。健全な地

域の発展とは，それぞれの地域がそれぞれの何件をもちながらも，地域内にお

いてさまざまの花栄，さまざまの機能をバランスのとれたかたちで展開させ，

地域住民に対して卜分な所得獲得の場と，安全で快適な，f:活の場を提供しうる

ようなものでなくてはならなl::.。地域民栄の振興は，乙のような全体としての

地域の健全な発!誌のための，}I-Tr1ijおよび万策のなかで，適切に位置づ、けられなく

てはならない。その意味では，いわゆる都市化地帯においても，都市陀民lと新

鮮な農ji[物を供給するとともに，みどりといといの場を捉供する農業の機柁が

より市A視され，その振興がはかられなくてはならないだろう O 他方，いわゆる

農村地域では，農業の振興をはかるとともに，住民に対する就業の場を確保す

るための他暗業，特lζ 一r業の導入と !I~日環境一一特lζ都市的利便さをもたらす

ような一一ーの幣備が行なわれなくてはならないであろう。現実には地域内で農

業と工業との同時的発展をはかっていくととは悶難であり，両者は相対立する

場合が少なくない。 I農工両全」とか「底[一体化Jという響きのよいスロー

ガンがかかけ守られだにもかかわらず，実際には工業開発のみが先行し，農業が

かえって停滞ないし史退している事例も少なくない。けれども，われわれは，
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農業と工業との対立する側面だけではなく，相丘に補完する側面をもっと重視

すべきであり，両者の調和したかたちでの発!誌をはかっていくための子法の/J日

発につとめるべきであろう O

第 3tc， 地域12業の振興と農業者の所得拡大との関連を指摘しておく必要が

ある。現在，多くの地域において，地域内農家の大部分を r~iめる兼業農家，特

に比較的安定した兼業に従!拝し， 主として上地資!活保有を11的とする米Efi作の

農業を行なっている民家については，所得而に関してそれほど大きな問題をか

かえているとは思われないが(だだし，機械化の進出にともなう過剰投資の問

題は無視できない)，主として民業所得で生J十を支えている叩1512家あるいは

専業志向民家は， さまざまな間題をかかえている心特lにζ ， t良~l地由ω流勤f問性tが小さ

いfたこめlにζ，示J引:;

かしいJ状!伏疋例にある D しかも， ζれらの専業的農家は多くの地域では相圧に孤立

分散しており， 11i債の利益を享受していない。地域農業ω振刊は，特にとれら

出家ωI212所得の増一大lζ市lJするものでなくてはならなPo{Wl，jlJのE215経営の
1'1己完結性が火われつつある現状では， 11iftl別農家の努力だけで股業所得増大を

はかることには限界があり，地域住業振興と相まって，さまぷまのかたちでの

組織化を通じて， n己のF312所得の噌大をはかつてゆかぎるをえないのであ
る。 Iri]H与に，これら投家ω盟主所得の安定・向上があってはじめて，地域農業

の振興が可能となるのである O

以上， 三つの地域}.rJ-;f~振興の d白義は，必ずしも市lζ相日にコンシステントで

あるとは限らない。だとえば，経済的効本という点のみから|叩l長された全Il~的

な投業の地域分担JrufIi(たとえば，先年:発友された地域恒問J~Jf~rモデ/レにもと

づく J由域分担モデル)は，地域全体としてのバランスのとれた出来振興計I[lnと
は手間することがありうるし，一方，それぞれの地域がノイラパラに各種農業の

振興策を滑じる ζ とは， ml民経済全体としてのj211匁;13給のアンバランスをも

たらしかねない。また，個々の段家にとって望ましいと与えられる振興万向

が，地域全体として望ましいと考えられる振興万向と一致しない場合もありう

るであろう O これら三つの視点をどのように調和させていくかが，地域段業振

興にあたっての主盟な課題となろう D
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3. 地域農業振興のための闘の施策

fE!のあらゆる}~~~~脳取は， J山城段J長J長興のためωiF:!li!な手段である。現在，

都道府県，r!j[llJ村あるいは)J2.協をはじめとする各服農業|洲本は，地域段;jzt!iME

のために必要な独自のlはお{を卜分にもっていないために，地域fl212振興のため

の事業を実施しようとすれば，たいていω場合，なんらかのかたちで， l~，の行な

う補助事業に{立存せざるをえない。 "1治体ωみが財政負担をする単独ω地域住

業振興事業もないわけ'ではないが，それらは IJ~， ω事業をいわば対l完する役;刊を

になっている場合が多い心刊に， m在~Hの胞策として*h1li されている各極土地

改良事業，良JIJ地!JUブ51EJLm二次I215構造改;pj112，ilfU山，11V…?:

:業業，広域j:;1121j!jllff成rjijE，名fill作[J5JU振興対策事長 J!:J:丹j地平Jj川増進事業，

ii者能ギ集l、J[的11:J11:組織行成対j141ji12，民主機械銀行叫入ノfイロット』1115，12付

総合位備モデルfl[11，ll|村地城山林漁業特別対策事業等は，地域出来の振興に

とって密j去なかかわりあいをもっ。

ところで，これら.'Hたに共通的にみられる特色ωひとつは，これら'H来ω補

助対象とされているωが大部分， } 'J排水改良， IIlJjJ0j't完備， 12j江41q情，民地1J!1苅

といった'1:!i石川盤のjiぞ備か，民主機械， miyE・流通ωだめω共|司不IJ川脳設とい

った，いわゆる;'i代化出設の導入であるということである。このような間{JE，jic

盤のtj;日前とJE:e代化脳設の叫入は， lU212版8'iU地主主ωT完備に|期する法fiUにもと

づいて策定されるI121tJ1191q地域限踊，H'illJiおよびそれぞれのIjI栄三hl1li1ζ もとづい

て行なわれるのであるけれども， 持制補n助対象となる/一!U:刀.:1;'がitν;リJf巳け専樫室3計I?出?

規格lはま， ご予予めLt世f宝主林j汁I可1刊l吋J訂lに乙よつてf決犬定されている乙とが多しい)0 そして， との規格

在外れた}，~昭悦備や.ì!i代化施設は，原則として補助の対象とならない口と ζ ろ

が，一般に，このような補助問准は， ri l'たにおいてrllli一的に定められたもの

で，地域の;igEにそぐわない場介が少くない。けれども，地JC担IJとしては補助

金ほしさωために，このようなr:iIi・的な/hFijijl刊誌の終備や近代化施設の導入を

受入れがちであるO また，機械や施設などがセットとして補助対象とされてい

る場合には，たとえそのひとつだけが必金!な場合でも，不必要な機械施設まで

が導入されることがある。これらのことは，{l々にしてJ斤角多額の資金をJ52じ
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て建設あるいは投目された生時謀者完や近代化施設が，地域盟業振興のために有

効に日mされず，社会的lζ無駄な投資lζ終るという結果を招来するD 一般にql
央行政、l/rI1 rJにおいて策定される恒業取準は， JJ，Uとの技術ぷ市において1d:も進ーん

だもの，特lζ大規院なものであることが多い口かつての零細補助金に対する反

省が，辿lこ，大よ財去って!?EAC盤の整備，大規模近代化脳設の設itZに対する極端な

:ì:砂子4 よびf起こしていると忠われる O その背後に大J\:I.! のものほど yt~I獲得が容

Ljであるという'JHi'Jもあるのかもしれない。

だとえば， 3011:代ω役、f'-から40{j:代ωはじめにかけて，情i立改戸;;Eflf長J113によ

って本川上山市lζ 将入された大 JI~~愉入コンパインがそωj13i例である。[胡場42備が

なされ7、ごとはいえ， 30--60γ ーノレ引皮ω[x:ilffiω 水 [11 で、 U ，大lI~l~ コンパインの作

活効不はきわめて必い。紅はいくつかのよ白域で，せっかく導入された大別コン

パインがほとんど利!日されず，結~rj，八郎潟へ身売りされたという事例をI1Uか

された。カントリー・エレベーター，大型if市施設，大)ljqft雛場，大明 I l\ f~;f/j包

i没咋についてもIldじような'11例がみられるO これらの胞z設の官設は，たいてい

位協が1拝業主体となってuなわれ，建設後のnJI日連iJfも民協が行なっている
が，大:引であるがゆえに {j効に ;I~'JfJできず，まだ遊休WW¥Jがiえすぎる等のj・IH!IJ 

で，その ??jill迎I~;; ~Þ t ζ11fk1f.~感じている 'ji例が少なくない。 JUJ/Gfillj でけ、 IJ¥出j、i足な

ライスセンターや fj〈 ifi施設を JUJばごと，あるいは/伝jiU:U織 Jliftlζ 分散 Nêll'~j: しだ

ほうが有効利川がはかられると与えていだωに，大Jljqωカントリー・エレベー

ターや 17EJIiH投の i没l.?，~を， f.Efやりょによって強演されたという!対係(i'ω山岳山い

たこともある o lilY]場憎備にしても，何十アーノレωIKril'Iが適切で、あるかは，機械

化の官らijf!!の外lζ，J由形. .1'，質.}日排水'fi情4はじめ， url:や定作のoJiiE;'f!I.:そ

もFidlI3してnなわれるべきであるのに， J[gl:I.'tのし Jij瓦んにかかわらず，ほとんど
イ!tのば:illiiにされているために，岡場担備後，排ノk不良となって良作が作りに

くくなったり，友作として行なわれていだやさい作が，ほとんどなくなってし

立うという'HOi!Jもほうぽうで見間するO

したがって，地域!21と J反則ωために LI~が行なう胞筑としてJ14 も適切なωは，

できるだけ地域ωnt刊を部市し， J[J.J11%の実践にUfJしだgil124-IJなうことであ

ると思われる O jえ林百は，はじめから厳格な補助)f~べi~を定めず， rlnuj判や政協
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の樹立しだ事業実施計両にもとづき，適当3な補助金を交付する一一実施計[rm策

定にあたっての助誌を行なうことは必要であるが といった方法が望ましい

ように思われるO しかし，現実にこのような万法が行なわれえないのは，おそ

らく事業， したがって補助金の効巣についての評価システムが惟立されていな

いからであろう O そのために，補助金が有効適切に使JHされることを目的とし

て事業採沢ぷ準が設定されるのであろうが，現実にはこのことが逆にかえって

補助金の非効本的な使)IJ ，いいかえれば"税金ω無駄使い"をもたらしている

ことが少なくないのであるO

r[~l の行なう治官業が，ほんとうに地域住業の振興に役立っためには，前述し

たように適切な評価システムの椛江を1]ij促に， でで、きるfだごけI地山b城?北Rのr'ハ'[t主:十づづ押f性[)ド、，1

するカか、だちでで、sii;f:4在を=.'jだ灼:引)伯~i出[包1 ででt きるような;司指制制n和例;引可[j l度E夏E改市が必 'JJ法と/守えられるが， そのた

めには，農林討はいままで実施してきだ千年間ポ業が，どれだけ地域1企業の援問

または本来jJ:)J侍された[[的の達成に役立ってきたかについて，総点検を行なう

べきであろう。何年発表されている段業H吉においても， 「t2-11:に関して溝じ

だ施策!についての記述口、あっても，これら施策がどのような効果をもたら

し，実胞においてどのような問題点を合んでいたかについては， U1}咋指摘され

ていないのである。

促本的な制i支改~!lfL は l付焼であるとしても，、[/11í-fiいわゆる特認事業ω箔聞を拡

大する等の刀法によって，できるだけ rllli-~化の弊を避ける努力がなされなくて

はならない。それとともに，中央行政、11!lij f?にみられる"何でも大きいことは

いいことだ"というだJ出はtLi式される必裂があろう。全体とωi)gjJs.fを巧底せず

に，部分的な大島LM{ヒをはかつだところで，決して脱出の経済性は J克明されえ

ないのである o fLo)'戸山;な!直じからすれば，いままで多額のl司買を投じて実施

されてきた各胞の11:1ω一事業は，地域民主の振興，ひいては住民の所得向土に役

立ったrufよりも，むしろ社九没栄0'や機械・脳投メーカーの利益増大に役なった

而のほうが，大きかっだのではないかとさえ忠われるのであるO

4. 地域農業振興に対する自治体・農協の対応

地域民業振興に関して，自治体および民協の果だすべき役割jはきわめて主要
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であるO 地域農業の振興が実際に成果をあげているかどうかは，自治体および

農協(特にそのリーダー)がどれだけ積極的かつ効果的にそれに取組んでいる

か，また，そのための体制がどれだけ整備されているかにかかっているといっ

てよい。大部分の地域農業振興対策は，市町村桂計副主体(および一部事業の

事業主体)として，農協(および土地改良区)を事業主体として実施されてい

るからであるO

高橋iE郎氏は，その自治体農政に!却するすぐれた論摘のなかで，地域農業振

興に成功した事例をもとに，それらの市町村に共通した性栴として， ()ての4つ

の製作を指摘している。

r-(1) 段業構造改善事莱なと、の事業導入に先立って， ~虫 (;:1ω地域農業iJM主計 i山i

があらかじめ存在していて， 1見のi諸事装はその独自社山jo)r+lで仙iUづけられて

いることO したがって，また凶の制度枠とその独自社[!IJ]とのギャップを解消す

るため， 1司の事業l乙対して特認事業をう|き出すζとが多いことO

(2) その地域民業のIJt:J発計ul!jω樹立についてはもちろん，それに伴う事業の

実施過程についても，市町村，段協，法及所なと、ω地域段業の指導機関が協同

し， u 棋を共通にもちながら，それぞれの間有・の機能を活卸して全体として総
合的な指導が行われること D

(3) 'n:~の実施にあたって，それらの指導機闘は，地域政L~に対しても立極的

lζ働きかけ，彼等の広欲を引き出すように動機づけ五i/uJづけ，地域コンセン

サスを醸成しながら，地域!設業を担うJ#主体を相圧にl対.iiliづけるという，その

組織化を特に東視していること O

(4) ここでの開発計両は，単に計画だけに終るものでなく汁[f1!I，それに基

づく事業実刷，そのための組織化，動機づけ，さらにはそれの見直しによる軌

道修正というー述のマネジメント機能 (plan-do-see)を，それらの指導機閣の

貞任においてと体的に実出し，いわゆる胴上白域マネジメント"が行なわれてい
2) 

ること。J

私は自分の之しい経験からしても高橋氏の見解に完全に|斗立するO ただ，

これらの要件の前捉として，すぐれた識見とバイタリティをもち，かつ，ある

程度の政治性をそなえた(そして，地域段;業の振興を地域全体のノイランスのと
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れだ ~j官民という，より高次の見地から位置づけることのできる) リーダー Oli

UlJ付l心農協組合長)と，それを補佐するw能なスタッフの??:在のあることを
付加しておきたい。このような要件を欠く場合一一実際にはそのケースのほう

が多いのであるがー には，地域出来振興対策は，いかに資金面での邑!の助成

が行なわれ，生)i左足盤や近代化胞設の整備がなされようとも，がとして成果をあ

げえないωである O
3 ) 

地域農業振興に対する円治体ω対応策については， ιj1i5氏等の諸論稿に譲る

こととして，ここでは良協の対応につしγζ岩rふれておきたい山
42協の日-_....}邸内な|二1(内は，いうまでもなく組合はの J日投と /[:(1可を守ることで

あるが，そω実fjtのための手段は，組合はの組織ノユ一人的結合力をj占盤とする

共同経済活動-13協のail-12;15動である口したがって，地域段楽振興，HflJrIの樹立

にさいしては，山協は組合~i ω'j;;'C3 と/f: il百を'，1"るという立:場からそれに参IfllIす

べきであろう。しかし，組合はω経済的性栴の児n化 作に大多数ω浪芸出

家と少数のも(ぷi内山本への分化ならびに1512111jjf基本(J)各f引'/1:LJ単一五五iヨへω分

化 が進民し，地域段;iE振興に対する組合員十日u:ω不!JAIl;が必ずしも一致しな

い場合があるので，組合員1mの利子;ωJAf誌については|づ}な配慮が払われなく

てはならないっただし般により多く ω山起をかかえている呼主的段家の利

益が優先して与えられなくてはならないであろう O

~J 2に， t113ミ突出にあたっては，山協がどω程度までλjーツi2過程に介入するこ

とがiI4も効民的でらるかが 1・分検，Hされなくてはならない。ひところ，前述し

た大引共同利!1jjkl没ωi泣iJlが強力にすすめられたことと相まって，一部の段協

では，位協が'jJ:::+SL休となって大J';IH包設をもち， /ILjitiilip-ddjできるだけ多く ω

部分(だとえばノJく稲作についていえば， friftfi，jJ?IA，!日11a，収穫調慢といった

ほとんど全部のitMlりを山ー協がIJIき受ける，あるいは，ilquうというかたちが望

ましいと与えられていた口しかし，場合によっは，このようなやり万は必ずし

も効率的であるとはいえないし，また組合はn身の共同経済活動という観点か
らみても，さらに位協ω!日業収支をノ可、ランスさせるという見地からみても，必

ずしも適切であるとはいえない。むしろ場合によっては，施設所有とそれの共

同利川は生直組織に委ね，段協はそれを支援するというかたちのほうが望まし
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いであろう O 段協としては，地域農業振興のために不可欠な農産物流通(ある

いは加工)機tmの充実に主力安注ぐべきであろう O fti協の民業生産 l乙閲する
明全而請負巨誌"は反省の!時WJ'ζ来ているように思われる。

以後に，地域成業振興lこ対する住民参加の問題に間取に触れておζ うO

先に述べたように，いままでは市urr村長や組合ぶなどの強力なリーダーシッ

プのもとに，地域出来振興のための各国事業が突出されるという事例が多かっ

た。しかしこの場合には，地域の出染者の広志が!U接事業に反映しないという

うらみがあるO したがって，これからの地域段業飯興対策ーにおいては，計刑制

立の段階から出来行ω立志を前械的に反IrAされるような出町がとられなくては

ならなl)。こ0)さい， 11:々にしてみられるような社r計汁→十打l'ゐ

花 1什か可守i;命代;友正友iを左参.力加I日lさせるというだだ、けでは， よI~ のぬ<)11ミで、の住民全力nの実効をあげる

乙とはむずかしい。 たいていの場合，これら生!虐行代表委n~ζ は， g-1'Wuを慎主

に検よ、jし，それについての体系的な見解を述べる機会がザえられていなし功ユら

であるO したがって， I2;長打だけで組織的にi汁[illjを討議する，あるし〉はさらに

進んでaz業lf代表(地域別および作日別組織代表)からなる協議会が，市町村

職員や12協11攻n，改良げ及員などを事務;;dスタッフとし，学説経験げの助iゴを
も受けて， (jら主体的に民業振興の基本構組そ策〉ζするといったかたちがとら

れることが望ましい。岡山県長船IHJの12・業張興協議会(もともと酪股，やさい

などのも[来志向民家ωII¥Jで(j発的に組織された「長船町民業の将来を語る会」

を母体とし r-r;百る会Jによって策定された出来将来構想41の推進をはかるため
4) 

lζ，新たに部都民主fT代友をも合めて結成された)の1長例などは， ζの点で注

目されよう。いずれにせよ，地域l従業振興に対する住民参加のあり万が，さら

に模索されなくてはならない。

注 1)小児誠志和IJ，r地域農業と自治体民政JI昭和501:f:，第3部第 1章「地域農業の
出納IfI七体と自治体農政」。
2)伊LL，Ij:， 180ページ。
3〉IUj-lh!?，2J33部参照。
4) [r!JJ二，1;:'202-204ページに甲田汗氏による事例紹介がなされている。

(付記)

本稿は， 11日平[J50q:Dt:主部省科学研究費による「地域開発lこともなう農業及び
農村の変望にl却する研究Jの--Al3;iをなすものである。


